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学校相談員の活動内容尺度の作成
―不登校・相談室登校児童生徒と保護者に対する支援に注目して―

○漆畑典子（聖徳大学大学院） 鈴木由美（聖徳大学）
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問題と目的

公立学校で不登校児童生徒が増加するな

か，通常学級に入れない生徒の受け入れ場所

として学校内に相談室を設置し，非常勤など

の相談員を配置する例がみられている。相談

員には，不登校生徒や相談室登校生徒に対応

するという，個別性が高く臨機応変な支援活

動を求められる。しかし，学校での相談員の

位置づけは明確でなく，相談員の資質や学校

の教育相談体制により相談員の役割が決ま

ることがある（川越，2011）。相談員の活動

の具体的内容に関する文献，資料は少なく，

相談員に関する研究はほとんど行なわれて

いないのが現状である。

そこで，公立学校を主なフィールドとして

活動する相談員を学校相談員とし，学校相談

員を対象とした面接調査を行った。つぎに面

接調査で得られた相談員の語りから，学校相

談員の活動内容尺度を作成した。本研究では，

学校相談員の活動内容尺度の信頼性を検討

することを目的とする。 

方 法

調査対象者 3 県の，学校相談員 236 名に質

問紙を配布した結果 138 名から回答を得た。

質問紙 面接調査から得られた 24 項目につ

いて 4 件法で回答を求めた。

結 果

24 項目に対して主因子法，プロマックス回

転による因子分析を行った結果，10 項目によ

る 2 因子が抽出された（Table 1）。

第 1 因子は，保護者からの相談に応じる活

動に関する内容を表す項目に高い負荷を示

していたため「保護者からの相談」と命名し

た。第 2 因子は，子どもの学校適応を支援す

る働きかけに関する内容を表す項目に高い

負荷を示していたため「子ども適応支援活動」

と命名した。

AMOS24.0 を用いて確認的因子分析を行

ったところ，適合度は χ2＝47.68，df＝26，GFI
＝.924，AGF＝.869，CFI＝.968，RMSEA＝.081
であり，基準をみたしていると判断した。内

的整合性を検討するために各下位尺度の α係
数を算出したところ第 1 因子で α=.91，第 2
因子で α＝.86，と十分な値が得られた。 

考 察

学校相談員の活動は相談室で悩みを聴くだ

けでなく，校内連携を含めた働きかけ活動も

みられた。学校相談員の活動内容は，保護者

からの相談に応じる活動と，子どもに対する

心理的支援や校内連携を含めた子ども適応

支援活動に大別されることが明らかになっ

た。

学校相談員に関する調査研究はほとんどな

く，ブラックボックスとも言える相談員の支

援活動の構造を，本研究では探索的に検討し

た。今後，相談員対象の研修などで，保護者

相談と子ども適応支援それぞれの課題を検

討する等の工夫が考えられるであろう。

Ⅰ Ⅱ

Ⅰ保護者からの相談（M＝2.60，SD＝0.86, α＝.91）  
不登校問題に関する，保護者からの相談 .89 -.01
保護者からの電話相談 .87 -.05
相談室（別室）登校の子どもの保護者からの相談 .83 .03
学校に対して不満を持つ保護者からの相談 .79 -.02
教室登校している子どもの保護者からの相談 .70 .08

Ⅱ子ども適応支援活動（M =3.38，SD=0.60,  α=.86）
 

子どもに問題解決方法を提案すること -.09 .81
子どもの気持ちや行動が変化するように働きかけること -.01 .80
子どもの環境が変化するように働きかけること .07 .74
子どもの心理状態や段階を見極めること -.03 .71
子どもと教職員を仲介（橋渡し）するために働きかけること .20 .60

下位尺度間相関  .57**（** p< .01）  
因子間相関 .60  

Table 1 学校相談員の活動内容尺度の因子分析結果
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中学校間連携によるピア・サポート実践の検討
―研修の雰囲気と生徒の感情に着目して―
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問題と目的

近年，教育現場においていじめの問題は大きな課題の

一つである。筆者らはこれまで，A中学校の生徒を対象

にいじめ撲滅を目的にピア・サポート（以下，PS）プロ

グラムを数年にわたって実施してきた。その過程で生徒

が主体的にPS活動を進めるように変化してきた。反面，

活動の中心となる代表生徒とそれ以外の生徒への活動の

広がりが課題となっている。また隣接の B 中学校も PS
活動を導入することになった。そこで，A中学校の代表

生徒に加え，A中学校の代表生徒とその仲間（以下，拡

大メンバー），B中学校の代表生徒を対象にPS合同研修

（以下，研修）を実施することとなった。これまでの研

修で“聴く姿勢や態度”の変化で生徒が受容的な雰囲気

を感じてくれたことから，まずは雰囲気づくりの効果と

生徒の不安の変化を明らかにすることを本研究の目的と

する。

方 法

研修の参加者：A中学校代表 (11名)，拡大メンバー (22
名)，B中学校代表 (22名)。
研修時期・内容：研修は全4回 (Table 1)。
調査内容：毎回，研修前に記述式のワークシートを実施

し，「とても安心している」（１）～「とても不安である」

（10）の10件法で行った。また，その変化の理由につい

て記述を求めた。

結果と考察

A 中学校の代表生徒，拡大メンバー，B 中学校代表生

徒の3群と研修回（研修前）を独立変数，感情の変化を

従属変数とする繰り返しのある2要因混合計画を行った。

その結果，回数の主効果が有意であった(F(1,35)=26.8, 
p<.001；Figure 1)。プリテストとそれ以降の全てに有意な

差が示された。

次に，感情の得点が変化した理由についての記述を分

類した結果，“話を聴いてもらえたこと（8）”“自分の意

見の話やすさ（5）”など，7 つに分類された。不安が高

まったという記述は見られなかった。この結果から，話

を聴いてもらえたことが，受容的な雰囲気として感じら

れ，不安を低減させたと解釈できる。また，研修を通じ

ての変化に関する記述から，“話をすること，気持ちを伝

えることに対する恐怖が少なくなった”“自分の意見を前

よりも言えるようになった”など，“研修前よりも，自分

の意見を話せるようになった”という記述が22件確認さ

れた。この記述から，受容的な雰囲気の認知から生徒の

主体的な発言が促されたと考えられる。

今後は，生徒の聴く姿勢・態度と研修の場の雰囲気と

の関連や，受容的な雰囲気の認知が研修への主体的なか

かわりへと変化するという過程があると推測されること

から，この点について詳細に検討を進めることが課題で

ある。
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